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1 事業の概要 

1.1 事業の目的 

「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成10年法律第117号。以下「温対法」とい

う。）に基づく「温室効果ガス排出量算定･報告･公表制度」では、特定排出者1が他人から

供給された電気の供給に伴う二酸化炭素の排出量を算定するため、国が電気事業者2ごとの

排出係数3を公表することとしている。 

小売全面自由化後、一般家庭向けの電力の小売販売への新規参入が可能となり、すべて

の消費者が電力会社や料金メニューを自由に選択できることとなり、電気事業者ごとの排

出係数については、料金メニューに応じたCO2排出係数も作成可能となった。 

また、「エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原

料の有効な利用の促進に関する法律施行規則」（平成22年経済産業省令第４３号。以下、

「高度化法施行規則」という。）等に基づくと、前年度の電力供給量が５億キロワット時

以上の小売電気事業者については、平成30年度より、毎年度終了後四月以内に「非化石エ

ネルギー源の利用の目標達成のための計画」（以下、「高度化法の報告書」）の提出が義

務づけられている。 

本事業では、経済産業省及び環境省に提出された係数算出を裏付ける資料（以下「根拠

資料」という。）ならびに、経済産業省に提出された高度化法の報告書の集計・確認作業

を行うとともに、その結果を分析することで発電から送電、小売までの系統運用における

ＣＯ２排出量や非化石エネルギー源の利用状況を把握し、もって排出係数の算出方法や非

化石エネルギー源の利用促進に必要な政策課題を整理・検討した。 

 

 

                             
1 特定排出者は、算定・報告・公表制度において排出量を国に報告する義務がある事業者であり、温室効果ガスの種類

により対象となるものが規定されている。エネルギー起源二酸化炭素排出量の場合は、全ての事業所の原油換算エネル

ギー使用量合計が1,500kl/年以上である事業者、又はエネルギーの使用の合理化等に関する法律（以下、「省エネ法」

という。）により特定貨物輸送事業者、特定旅客輸送事業者、特定航空輸送事業者、特定荷主のいずれかに指定されて

いる事業者である。 

2 本事業において対象とする電気事業者は、電気事業法第２条第１項第三号に規定する小売電気事業者及び同項第九号

に規定する一般送配電事業者のうち、令和2年度に小売供給を行った電気事業者である。 

3 電気事業者が報告し、国が公表する排出係数は、電気事業者ごとに基礎排出係数及び調整後排出係数の2種類があ

る。 
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1.2 事業の内容 

「電気事業者ごとの基礎排出係数及び調整後排出係数の算出及び公表について」4（以下

「通達」という）及び高度化法施行規則等に基づき以下の集計・確認作業を行い、その結

果の分析等を実施するとともに、小売電気事業者（特に新規参入事業者）向けのマニュア

ルの作成及び事業者説明会を開催した。 

 

（１） 電気事業者ごとの排出係数に関する窓口の設営 

• 電気事業者ごとの排出係数及び非化石エネルギー源の利用全般に関する問い合

わせ、並びに根拠資料や高度化法の報告書の受付に対応する窓口を設置し、電話、

電子メールによる問い合わせ及び関係者からの書類提出の受付等に対応した。 

• 電気事業者からの問い合わせ内容を精査の上整理し、資源エネルギー庁に毎週締め

で報告した。 

•  

（２） 報告対象者からの根拠資料や報告書等の収集 

• 電気事業者別排出係数の根拠資料は、報告対象事業者739社（R2年度新規参入事業者

の2回目報告を含む）から収集を行った。高度化法の報告は、対象事業者全66社から

収集を行った。 

• 上記根拠資料及び報告書未提出事業者への提出慫慂を行った。 

•  

（３） 根拠資料等の集計確認 

• 根拠資料の集計及び基本的な計算の整合確認を行った。 

• 電力調査統計及びFIT調達電力量等バックデータとの整合確認を行った。 

• 電気事業者間の相対契約に係る電力量及び排出係数の整合確認（連系線を利用した

電気の取引に係る排出係数の整合確認等を含む）を行った。 

• 融通電力の整合性の確認を行った。 

• 調整後二酸化炭素排出量の調整や非化石証書の保有量や国内クレジット等の無

効化等に係る情報の整合性の確認等を行った。 

•  

（４） 調査・分析 

                             
4 「電気事業者ごとの基礎排出係数及び調整後排出係数の算出及び公表について」（令和3年6月3日、経済産業省産業

技術環境局長、資源エネルギー庁長官、環境省地球環境局長） 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electric/gwc/pdf/tutatu.pdf 

 



3 

 

• 過年度係数との比較・分析を行った。 

• 誤入力、入力漏れ、異常値、重複等の確認及び当該事象に係る対応の検討を

行った。 

• 全国平均係数（秋告示対象事業者の提出書類の記載情報をもとに加重平均

（CO2排出量総量÷販売電力量総量）及び代替値の作成を行った。 

• 非化石証書や国内クレジット等の使用に関する確認・集計・分析等（非化石

証書等の使用によってゼロエミッション化された電気のゼロエミッション化

前の排出係数の算定等を含む）を行った。 

• 報告様式の改善に向けた報告内容や記載ミスの分析等を行った。 

• 事業者毎の非化石電源比率の比較・分析、高度化法の中間目標値の試算や報

告対象者の在り方等、高度化法の制度執行の観点から必要とされる分析を行

った。 

•  

（５） マニュアルの作成 

• 直近の通達に基づく排出係数の算出方法や、高度化法の報告書の提出等に関

するマニュアルを作成した。マニュアルは図や表等を用いて視覚的にも分か

りやすいものとした。 

•  

（６） 事業者向け説明会の開催 

• 新型コロナウィルス感染症拡大防止の観点から、オンラインにて事業者向け説明

会を2021年5月24日に開催した。参加者は約380名であった。 

 

1.3 事業の実施スケジュール 

本事業の実施スケジュールを図 1に示す。排出係数に関する窓口を令和3年4月から令和

4年2月の期間に設置した。また令和3年7月19日及び令和4年1月7日の経済産業大臣・環境

大臣による電気事業者の実績に基づく基礎排出係数及び調整後排出係数の公表に向けて、

令和2年7月から令和2年12月の期間に根拠資料の受付及び集計確認を行った。高度化法に

関する窓口は令和2年7月から令和3年2月の期間に設置し、高度化法報告書の受付（提出期

限令和3年7月30日）及び集計確認を令和2年8月から令和2年9月にかけて行った。 
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【出所：根拠資料及び下記ウェブサイトに掲載の各年度の電気事業者別排出係数一覧をもとにみずほリサーチ＆テクノ

ロジーズ作成。温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度ウェブサイト、http://ghg-

santeikohyo.env.go.jp/calc 】 

 

 

2.2.2  提出の慫慂 

 電気事業者に対して電子メールで根拠資料の提出の慫慂を行った。令和3年度のスケ

ジュールについて令和3年5月7日に全事業者宛てに通知し、その後、夏告示の対象事業者

には報告提出期限前の令和3年6月21日に、秋告示の対象電気事業者には同様に令和3年8月

4日に、慫慂を行った。報告提出期限の一週間ほど前の時点で連絡がない電気事業者に対

しては、メール・電話で再度の慫慂を行った。さらに報告提出期限を過ぎても連絡がない

事業者に対しては、再度電話で慫慂を行った。 

 

2.3 根拠資料等の集計確認 

 

電気事業者から提出される報告様式にて記載の不備等が無いか確認を行った。また電気

事業者から提出された非化石証書・クレジット証憑と報告様式との整合性を確認した。ま

た、資源エネルギー庁から提供を受けた資料と報告様式との整合性の確認を行った（以

下、非化石証書・クレジット証憑、資源エネルギー庁から提供を受けた資料を合わせて

「バックデータ」という。）さらに、事業者間の相対契約に係る項目（排出係数、電力

量）については、各事業者の報告様式を突合して整合性を確認した。 

 

2.3.1  根拠資料の集計及び基本的な計算の整合確認 

電気事業者から提出された報告様式に対して、記載の不備等が無いか下記の内容確認を

行った。 

 報告様式の「表紙」及び「表12」シートは全ての電気事業者が記載すべきシートで

あるため、これら必須記載項目について記載漏れがないか確認した。 

 報告様式には初めから必要な計算式が入力されている。計算式が入力されている箇

所を目視で確認し、電気事業者側で計算式の編集が行われていないことを確認し

た。 

 電力の調達量と販売量で需給バランスが取れていることを確認した。例えば、調達

量に対して販売量が過度に多い場合には、調達した電気に記載漏れがある可能性が

ある。なお、調達量と販売量については下記式を用いて計算した。 
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調達量 ＝ 他社から調達した電力量（表 6、表 12－2①及び②、表 12－3①及び②）＋ 

自社電源に由来する電力量 

販売量 ＝ 他社に販売した電力量（表 6、表 12－2③、表 12－3③）＋ 販売電力量表

紙） 

* 自社電源に由来する電力量は報告様式に記載がないため電気事業者へ問い合わせを行った。 

* 他社から調達した電力量のうち、表1～表5に記載した電力量は報告様式に記載欄が無いため電気事業者へ問い合わせ

を行った。  

* 送電に伴うロスにより調達量と販売量には差異が発生する。販売量に対して0～10％程度の差異（ただし、調達量＞

販売量）は問題なしと判断した。 

 

2.3.2  電力調査統計月報及び FIT 調達電力量等バックデータとの整合確認 

報告様式の「表紙」シートに記載されている販売電力量とバックデータを突合して整合

性の確認を行った。バックデータは、資源エネルギー庁の電力調査統計を用いた。図 6に

報告様式及びバックデータの例を示す。これらの図に示す「確認項目」欄の数値が整合し

ていることを確認した。 
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る。基礎排出係数は前年度比012～138213％、調整後排出係数は前年度比0～30614％と電気事

業者によってばらつきがあった。なお、基礎排出係数では469社中303社、調整後排出係数

では346社中243社で前年度より排出係数が低下した。基礎排出係数が前年度より低下した

事業者の割合は昨年度は66％であったのに対し本年度は65％と大きく変化はないが、調整

後排出係数が前年度より低下した事業者の割合は昨年度は75％であったのに対し、本年度

は70％にとどまった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             
12
 今年度の排出係数が 0.000kg-CO2/kWh の場合、前年度比は 0.0%となる。 

13
 昨年度の排出係数が 0kg-CO2/kWh で今年度の排出係数が 0kg-CO2/kWh でない場合、計算上、前年度比を出すことは

できない（無限大となる）ため除外。 

14
 メニュー別係数公表事業者は、事業者全体の R2 年度調整後排出係数が公表されておらず、前年度比を出すことは

できないため除外。 
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図 25 証書等の活用に関するヒストグラム（国内認証排出削減量・排出係数の種類数） 

【出所：みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成】 

 

 

図 26 証書等の活用に関するヒストグラム（国内認証排出削減量・証書等の電力量） 

【出所：みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成】 
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3 高度化法報告の収集・確認・集計・分析等に係る業務 

3.1 高度化法に関する業務の運営事務局の設営 

 達成計画の提出受付・集計及び中間目標値の通知、電気事業者からの高度化法関連事項の

問い合わせ対応等を行う専用窓口（高度化法事務局窓口）を令和 3 年 4 月から令和 4 年 2

月の期間で設営した。上述の業務を行うにあたり、事務局専用メールアドレス及び電話番号

を設定し、資源エネルギー庁ウェブサイトへ掲載した。事務局担当者には、高度化法及び関

連制度である算定・報告・公表制度を熟知した者を配置し、担当者間で問い合わせ内容を共

有することで、同種の問い合わせに対して速やかに対応できる体制を整備した。なお、新型

コロナウイルス（以下、「コロナ」という。）の感染防止対策のため担当者が在宅勤務を実施

していたため、昨年度に引き続き問い合わせ対応は原則メールにて実施することとした。 

 以下に事務局業務の詳細を示す。 

 

3.1.1   達成計画の収集・確認・集計・分析 

令和３年度における高度化法報告の対象事業者（全 66 者）より提出された達成計画を収

集・確認し、各対象事業者の報告内容について集計・分析を実施した。 

令和 3 年度より新たに高度化法報告の対象となった事業者は 7 者、対象外となった事業

者は 2 者存在した。対象外となった 2 者については、事務局にてその経緯を確認したが、

「事業形態の変更に伴う小売事業の他社への移管」、「既存顧客との契約解消に伴う販売電

力量の減少」と意図的な会社分割等により販売電力量を減らす行為に起因するものではな

かった。 

 

表 17 令和 3 年度の達成計画の報告対象事業者 
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【出所：達成計画データよりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成】 

 

 また、報告対象事業者に対し達成計画として下記に示す書類の記載及び提出を依頼した。 

 

 非化石エネルギー源の利用目標達成計画（様式第１）（PDF ファイル）（以下、「様

式第１」という。） 

 非化石電源比率計算シート（EXCEL ファイル）（以下、「計算シート」という。） 

 非化石証書口座保有証明書（PDF ファイル）（以下、「非化石証書証憑」という。） 

 

 高度化法報告に係る具体的なスケジュールは図 29 の通り。 

 まず高度化法事務局において令和 3 年度の高度化法報告対象事業者を抽出し、資源エネ

ルギー庁によるガイドライン公示を踏まえ、報告対象事業者に対し達成計画提出の依頼を

行った。提出された報告内容については事務局にて確認し、必要に応じて修正依頼等を実施

した。提出・修正期限は令和 3 年 7 月 30 日までとし、期限を過ぎても報告又は修正未対応

の事業者に対してはメール及び電話による督促を行った。最終的には、全報告対象事業者の

報告内容確定後、その内容について集計・分析作業を実施した。 

 

 
図 29 高度化法報告に係るスケジュール 



100 

 

【出所：みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成】 

 

（１） 達成計画の収集 

 事務局において、令和 3 年 4 月から 6 月下旬にかけて、令和元年度の販売電力量の実績

値を基に令和 3 年度の報告対象事業者を抽出した。その後、資源エネルギー庁によるガイ

ドラインの告示を踏まえ、報告対象事業者に対し事務局より達成計画提出の依頼メールを

送付した。提出期限は令和 3 年 7 月 30 日までとし、前述の書類をメールにて事務局へ提出

することとした。なお、郵送による提出は資源エネルギー庁を提出先として指定した。提出

された資料については、事務局にて記載内容を確認し、必要に応じて報告対象事業者に対し、

照会・修正依頼を行った。 

 提出期限当日には、前営業日時点で未提出又は修正未対応の報告対象事業者に対して、メ

ールにて督促を行った。また、提出期限を過ぎても未提出又は修正未対応の報告対象事業者

に対しては、再度メール及び電話にて督促を行った。 

 

（２） 達成計画の確認 

報告対象事業者から提出された書類について、記載の不備等がないか確認を行った。確認

事項は以下の通り。 

 

【様式第 1 に関する主な確認事項】 

 ＜書類全体について＞ 

① 書類の日付が提出期限以前に設定されていること 

  ＜Ⅰ特定エネルギー供給事業者の名称及び前事業年度におけるその供給する電気の供

給量 について＞ 

② 送配電ロス（使用端販売電力量に占める送電端販売電力量と使用端販売電力量の

差分）が 10%以内に収まっていること 

＜Ⅱ 非化石エネルギー源の利用状況 について＞ 

③ 前事業年度における非化石電源比率（取得した非化石証書の総量のみを用いて算

出）が計算シートで算出された値と整合していること、及び小数第 2 位まで記載

されていること 

④ 前事業年度における非化石電源比率の目標値が国から通知された目標値と整合し

ていること 

  ＜Ⅲ 非化石エネルギー源の利用の目標とその達成のための計画 について＞ 

⑤ 前事業年度における非化石電源比率（非化石電源に係る電気に相当するものの量

を用いて算出）が計算シートで算出された値と整合していること、及び小数第 2 位

まで記載されていること 
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 ①については、例年提出期限は 7 月 31 日と設定されていたが、今年度は土曜日となり事

務局の営業時間外だったため、7 月 30 日となった。そのため、例年通り 7 月 31 日付とし

て書類を提出する事業者が発生する可能性があることを踏まえ、重点的に確認を行った。 

 ②について、原則 10％以内の送配電ロスについては許容し、10％を超過する乖離につい

ては当該事業者に対し報告内容に誤りがないかを確認した。 

 ③及び⑤については、計算シート上で算出された非化石電源比率と様式第１に記載され

た非化石電源比率の実績値の値が一致していること及び小数第 2 位まで記載されているこ

とを確認した。 

 ④については、昨年度国から通知された中間目標値と様式第 1 に記載された中間目標値

の値が一致していることを確認した。
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図 30 様式第 1 における確認事項 

【出所：報告様式を基にみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成】
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【計算シートに関する主な確認】 

  ＜1.非化石証書調達量 について＞ 

① 非化石証書の調達量に関する報告値が非化石証書証憑及び事務局バックデータ

（資源エネルギー庁より受領）の値と整合しているか 

  ＜4. 前事業年度における小売供給を行う事業の用に供した電気の量 について＞ 

② 送配電ロスを含んだ小売供給量となっているか 

 

 ①について、報告対象事業者においては、1 月から 12 月発電分の非化石証書購入量を報

告することで「Ⅲ 非化石エネルギー源の利用の目標とその達成のための計画」における非

化石電源比率に組み入れることが可能である。また、4 月から 12 月発電分の非化石証書購

入量を報告することで「Ⅱ 非化石エネルギー源の利用の状況」における非化石電源比率を

算出することが可能となる。そこで、報告対象事業者に対して、非化石証書証憑の提出を依

頼し、1 月から 12 月発電分の非化石証書購入量の報告値と非化石証書証憑の記載値との整

合性を確認した。さらに、資源エネルギー庁より各社の 1 月から 3 月発電分の非化石証書

購入量のバックデータを受領し、非化石証書証憑と併せて 4 月から 12 月発電分の報告値と

の整合性を確認した。 
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図 31 計算シートに関する確認事項 

【出所：報告様式を基にみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成】 
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表 19 2020 年度中間目標値達成状況 

 
（注：達成率については各事業者の 2020 年度目標値に対し、実績値がどれほどの割合で

あるかにて算出（達成率＝2020 年度実績値÷2020 年度中間目標値）） 

（注：2020 年度の中間目標値における非化石電源比率は、非化石電源比率＝非化石証書調

達量（4 月～12 月発電分）÷2020 年度の小売販売電力量の 75％となる） 

【出所：達成計画データよりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成】 

 

② 非化石電源比率の分布の集計 

 非化石電源比率の分布を集計した。 

 

表 20 2020 年度実績の非化石電源比率の分布 

 
【出所：達成計画データよりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成】 
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 また、2017 年度以降提出された達成計画に基づく非化石電源比率の実績値の推移を確認

した。対象事業者全体の非化石電源比率は、2017 年度：18％、2018 年度：23％、2019

年度：24％、2020 年度：22％となった。過年度同様、報告対象事業者の大半は非化石電

源比率 20％未満であり、35％以上の非化石電源比率の事業者は、2020 年度は 1 者のみで

あった。なお、2020 年度より非 FIT 非化石電源も非化石証書化の対象となったことか

ら、達成計画における非化石電源の対象は、報告対象事業者が調達した非化石証書（FIT

及び非 FIT 証書）の購入量となっている。従い、2019 年度以前において当該電源との相

対契約により調達してきた電気そのものを算入していた頃と比率の考え方が異なる点に注

意が必要。 

 

表 21 2020 年度実績と過年度実績の非化石電源比率の比較 

 

【出所：達成計画データよりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成】 

 

3.1.2 中間目標対象事業者に対する中間目標値の通知 

高度化法の中間目標対象事業者（全 56 者）に対し、令和 3 年度における中間目標値を通

知した。今年度より新に高度化法義務達成市場が設立されることに伴い、「エネルギー供給

事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関

する法律に基づく中間目標値について（通知）」（以下、「通知文」という。）の発送が例年よ

り遅れることとなった。一方で非 FIT 非化石証書の第 1 回オークションまでに各社は中間

目標値通知を把握する必要があることを鑑み、まず事務局よりメールにて中間目標値の事

前通知を実施し、追って正式な通知書を発送する手順とした。 

なお、平成 30 年度の非化石電源比率の実績値の基となる非化石電源の調達環境から大幅
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な事情の変更が見込まれ、令和 2 年 5 月までに中間目標値の達成が困難である旨を申し出

た事業者が８者おり、そのうち２者が中間目標値の引き下げが認められている。 

 

3.1.3 高度化法に関する問い合わせへの対応 

 高度化法に関する電気事業者からの問い合わせに対応した。前述の通り、問い合わせ対

応にあたっては専用のメールアドレス及び電話回線を設置したが、コロナ感染防止対応と

して事務局担当者が在宅勤務を実施していたため、原則メールにて対応を行った。 

 問い合わせ内容及び回答については担当者間で共有を図り、同種の質問に対して速やか

に対応を行った。事務局で回答ができない問い合わせについては、速やかに資源エネルギ

ー庁に照会し、事業者へ回答を行った。 

 以下にメール対応及び電話対応の概要について示す。 

 

【メール対応】 

 問い合わせ専用のメールアドレスにより、メールでの問い合わせを常時受け付けた。専

用メールアドレスはすべての担当者を含んだメーリングリストとし、全ての問い合わせが

全担当者に届くようにした。メールにて問い合わせがあった場合には、担当者から速やか

に回答を送信したが、問い合わせ内容によっては質問内容の確認を兼ねて電話で回答を実

施したものも存在する。なお、メールでの問い合わせ件数は約 70 件であった。 

 

【電話対応】 

 専用電話回線を設置し、休業日を除く平日において原則 9 時半から 17 時半までの間で

問い合わせを受け付けた。担当者が不在、あるいは即答できない場合には、事務局内で回

答内容を検討・作成した上で、後日回答した。なお、電話での問い合わせ件数は約 10 件

であった。 

 

 電気事業者からの主な問い合わせ内容について以下に示す。 

 中間目標値については、中間目標値の算定方法に関する問い合わせが多く寄せられた。

その要因としては今年度の中間目標値が昨年度から下がったことが挙げられる。今年度よ

り新たに高度化法達成義務市場が設立されることとなり、高度化法達成には非 FIT 非化石

証書のみ活用可能となった。よって従来の中間目標値の算定に含まれていた FIT 非化石証

書の調達分を控除した上で令和 3 年度の中間目標値が設定されることとなり、結果として

昨年度よりも中間目標値が下がる結果となった。この変更点について事業者からの問い合

わせが多かった。 
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い、修正が発生した。その要因としては、現行のガイドラインの注記には「本表に記載し

た非化石証書購入量については、当該非化石証書の口座保有量を証するものを書面にて

日本卸電力取引所より入手の上、その写しを添付すること。」と記載があるが、一部の事

業者は「端数処理を行ってはいけない」と理解できていないことが想定される。そこで次

年度以降は、ガイドライン上の注記に「値を転記する際は端数処理を行ってはいけない」

旨を付記し事業者へ注意を促してはどうか。 

 

 高度化法報告マニュアルの公表 

高度化法の問い合わせの多くは、「エネルギー供給構造高度化法に基づく非化石エネ

ルギー源の利用目標達成計画及び非化石電源比率等の報告に係るマニュアル（以下、

「高度化法報告マニュアル」という。）の内容を確認すれば対応可能なものとなってい

る。一方で、高度化法報告マニュアルは毎年更新されているものの、令和元年度以降公

表はされていない状況である。今回報告様式が変更になったことに伴い、再度高度化法

報告マニュアルの公表が行われることが望ましい。なお、特に新電力は担当者が短期間

で変更になることが多いため、公表については達成計画の提出依頼と併せて行うこと

が望ましい（例えば、事務局からの提出依頼メール送信時に報告様式と併せて送信する、

など）。 
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4 マニュアルの作成 

昨年度作成した「電気事業者ごとの基礎排出係数及び調整後排出係数算出マニュアル」

を更新し、電気事業者から本年度問い合わせの多かった事項や、現行の通達16における新

たな変更点等について解説した。 

また昨年度作成した「エネルギー供給構造高度化法に基づく非化石エネルギー源の利

用目標達成計画及び非化石電源比率等の報告に係るマニュアル」についても本年度更

新を行った。マニュアルでは、報告制度の概要や、報告スケジュール、非化石電源比

率の具体的な算定方法、さらには本年度の報告対象事業者から問い合わせの多かった

事項について解説した。 

 

 

5 事業者向けの説明会の開催 

 排出係数算出に関する事業者向け説明会を開催した。説明会は、新型コロナウイルス感

染症拡大防止の観点から、オンラインで 2021 年 5 月 24 日に開催した。参加者は 380 名で

あった。 (5)で作成したマニュアルの説明と質疑応答を行った。質疑応答では、非 FIT 非

化石電源の調達に関する記載方法、メニュー別係数の作成方法・報告方法、非化石証書の

扱い関する質問が多く出され、適宜回答を行った。 

 

 

 

6 まとめ 

本事業では、排出係数の算定に関する電気事業者からの問合せ窓口の設営、算定した排 

出係数を裏付ける根拠資料の収集・集計・確認、排出係数並びに根拠資料の分析を行っ

た。また高度化法達成計画の報告の受付窓口の設営、対象となる電気事業者からの問い合

わせへの対応、報告書の収集・集計・確認を行うとともに、中間目標対象事業者に対して

は中間目標値の通知を行った。さらに排出係数の算出、高度化法達成計画の作成に関する

マニュアルを作成した。排出係数の算出については、マニュアルを用いて電気事業者向け

の説明会をオンラインで開催した。 

平成28 年4 月の小売全面自由化に伴い、排出係数の報告を行う小売電気事業者数は増

                             
16 「電気事業者ごとの基礎排出係数及び調整後排出係数の算定及び公表について（令和3年6月3日）」 

http://ghg-santeikohyo.env.go.jp/calc/cm_ec 
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加し続けている。本年度は排出係数を報告した電気事業者数は739社17（夏告示：255 社

(メニュー別係数報告者119社含)、秋告示：484社）となった。新規参入事業者数では令和

元年度新規参入事業者は78社、令2和年度新規参入事業者は60社である。新規参入事業者

の増加のペースは若干ではあるが逓減の傾向にある。事務局への問合せは、排出係数の算

定方法や算定期間、用語の意味といった基本的な内容が多く、事務局から電気事業者に対

して記載不備を指摘した事項も、基本的な算定方法の誤りが大半であった。一方メニュー

別排出係数については導入から5年経ったが、初年度の報告事業者数2社、その翌年度18

社、一昨年度は39社、昨年度は66社、本年度は119社と急増し続けている。メニュー別係

数に関する事務局への問い合わせも増加しており、来年度もメニュー別係数の報告事業者

数はさらに増加するものと予想される。 

昨年度作成した排出係数算出マニュアルは本年度更新を行い、昨年度と同様説明会で配

布した。マニュアルの更新と説明会の開催を毎年行うことで、新規参入事業者には制度の

概要や根拠資料の具体的な作成方法について、既存事業者には制度の新たな変更点につい

て周知していくことの効果は大きいと考えられる。 

高度化法については、前事業年度における販売電力量が5億kWh以上の電気事業者：全65

社（66事業者）より、高度化法報告を受け付けた。本年度は報告様式の改訂により、より

平易な報告様式とはなったものの、電気事業者による報告内容に対する理解が必ずしも十

分ではなかったこと等に起因する特定の誤りや転記ミスなどにのる修正が比較的多く見受

けられた。次年度の高度化法報告に向けて、こうしたミスをあらかじめ防ぐための報告様

式の修正や改善策の実施が必要と考えられる。 

 

 

                             
17 739 社のうち、夏告示及び秋告示の 2 回報告した事業者は 70 事業者であった。 



電気事業者ごとの基礎排出係数及び
調整後排出係数算出

マニュアル

令和３年５月

令和３年度電気事業者別排出係数の確認事務局

＊本マニュアルは令和3年5月18日現在、パブリックコメント中の通達（様
式を含む）に基づいて作成されております。パブリックコメント終了後、正式
に通達が発出される際に、内容が一部変更となる可能性もございますので、
ご了承ください。【別添】



はじめに～本マニュアル作成の目的

平成28年4月1日より実施された小売全面自由化に伴い、電気事業者ごとの排出係数について、所要の見直しが行われています。
平成29年度からは料金メニューに応じたCO2排出係数も作成可能となりました。また平成30年度の報告からは、FIT電気の非化石価
値市場での取引が始まり、調整後排出係数の算定方法が変わりました。令和２年度からは非FIT非化石証書の取引が開始となり、報
告様式も大幅に改定されました。

このように排出係数の算出方法が年々複雑化する中、小売電気事業者の皆様に制度の全体像を分かりやすくご理解いただき、報
告資料を作成する上での実務的な参考としていただくため、本マニュアルが作成され、毎年更新されております。

マニュアルでは、小売電気事業者様から日頃受ける様々な問合せ内容を踏まえ、報告制度の概要から、参入年度別の報告スケ
ジュール、電力の卸調達・販売の具体的な記載方法、メニュー別排出係数の作り方、証書・クレジット利用に関する留意点など、なるべく
分かりやすく解説することを意図しました。

マニュアルの内容についてご不明な点などございましたら、以下の連絡先までお気軽にお問合せください。

令和３年５月
令和３年度電気事業者別排出係数の確認事務局
みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社
E-mail：CO2EF@mizuho-ir.co.jp

＊本マニュアルは令和3年5月18日現在パブリックコメント中の通達（様式を含む）に基づいて作成されております。パブリックコメント終了後、正式に通達が
発出される際に、内容が一部変更となる可能性もございますこと、ご了承ください。
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１．制度の概要

4



通達 P1~P2より
「地球温暖化対策の推進に関する法律」（以下「温対法」という）に基づき、平成18年4月1日より、温室効果ガスを相当程度多く排出する者（特定排

出者という）に、自らの温室効果ガスの排出量を算定し、国に報告することが義務付けられています。その際、他人から供給された電気の使用に伴う二酸化
炭素の排出量については、原則として国が公表した電気事業者ごとの排出係数を用いて算定することとされています。
また、温対法の規定に基づき、環境大臣及び経済産業大臣は、事業者が行う他の者の温室効果ガスの排出の抑制等に寄与する取組を促進するよう適切
な配慮をすることとされています。
上記の規定に基づき、経済産業大臣及び環境大臣は、

①特定排出者による他人から供給された電気の使用に伴う二酸化炭素の排出量の算定の適正な実施を確保し、自主的な二酸化炭素の排出の抑制に
資するため、
②事業者が行う他の者の温室効果ガスの排出の抑制等に寄与する取組を促進するため、

電力事業者ごとに基礎排出係数及び調整後排出係数並びにこれらを求めるために必要となった情報を収集するとともに、その内容を確認し、当該係数を
特定排出者の温室効果ガス算定排出量の算定の対象となる年度に公表することとしています。

（参考）電気事業者ごとの基礎排出係数及び調整後排出係数の算定及び公表について（令和元年6月3日改正）
http://ghg-santeikohyo.env.go.jp/calc/cm ec

【制度の概要】

小売電気事業者
(排出係数報告者）

特定排出者
（排出量報告者）

電気事業者の
 基礎排出係数 (t-CO2/kWh)
 調整後排出係数(t-CO2/kWh)

他人から供給された電気の使用に伴うCO２の
 基礎排出量 (t-CO2)
 調整後排出量 (t-CO2)

Ｘ 電力量 (kWh)＝

電気の供給
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2．報告スケジュール
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令和3年夏告示のスケジュール

7

提出先：電気事業者別排出係数の確認事務局（みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社）
E-mail：CO2EF@mizuho-ir.co.jp

• 「販売電力量（全国総量）」「FIT非化石証書補正率」「非FIT非化石証書補正率」「取引所からの電気調達分に含まれるFIT電
気割合」は6月下旬に資源エネルギー庁HPで公表予定（事務局からも全事業者にメールにて通知予定）。なお、令和元年度新規
参入事業者の夏告示報告においては、これらの数値は昨年報告と同じ数値を利用。

 6月中旬～7月上旬：係数確定（事務局より各事業者様に最終確認のご連絡）
 ７月中旬：係数公表

事業者種別 報告期限
（早めのご提出にご協力お願いします）

Jクレジット
無効化期限 報告対象期間 様式

令和2年度新規参入
事業者

令和3年6月11日（金） 令和3年5月31日 令和2年度参入月
～令和3年3月

新様式

令和元年度新規参入
事業者

令和3年5月28日（金）
＊Ｊクレジット無効化が31日までかかる場合は事務局
までお申し出ください。

令和3年5月31日 令和元年度参入
月～12か月間

昨年の様式

メニュー別係数公表
希望事業者

Jクレジット無効化を行わない場合：令和
3年6月25日（金）
Jクレジット無効化を行う場合：
令和3年7月1日（木）
＊メニュー別係数を報告される事業者は事務局に7月
15日までにお申し出ください。

令和3年6月30日 令和2年4月～令
和3年3月

新様式



令和3年秋告示のスケジュール

8

提出先：電気事業者別排出係数の確認事務局（みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社）
E-mail：CO2EF@mizuho-ir.co.jp

• 「販売電力量（全国総量）」「ＦＩＴ非化石証書補正率」「非ＦＩＴ非化石証書補正率」「取引所からの
電気調達分に含まれるFIT電気割合」は6月下旬に資源エネルギー庁HPで公表予定（事務局からも全事業
者にメールにて通知予定）。なお、令和元年度新規参入事業者は夏告示においては、これらの数値は昨年
報告と同じ数値を利用。

 11月中旬～下旬：係数確定（事務局より各事業者様に最終確認のご連絡）
 12月中旬～1月上旬：係数公表

事業者種別 報告期限
（早めのご提出にご協力をお願いします）

Jクレジット無効化期限 報告対象期間 様式

令和元年度新規参入事業者・
既存事業者

令和3年8月5日（木） 令和3年6月30日 2令和2年4月
～令和3年3月

新様式

メニュー別係数報告事業者
（残差報告）

令和3年8月5日（木） 令和3年6月30日 令和2年4月～
令和3年3月

新様式



年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度
月 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

令和2年度新規参入事業者
※令和2年10月参入の例

エネ庁（事務局）

需要家（温対法の報告）

参入 対象期間：令和2年10月～令和3年3月31日

通達別紙1 P10~P11より
新規参入者については、参入年度及び参入の次年度について、以下の方法により年度ごとの排出係数に相当する係数の算出等を行う。

① 特定排出者が当該事業者の参入年度（X年度）の排出量報告を行う場合
参入者（甲）は排出量算定対象年度（X年度）の半ばに参入（特定排出者への供給を開始）したことから、参入時から参入年度末までに甲が需要
家（乙）に供給した電気について排出係数を算出し、排出量算定対象年度の翌年度の当初（X+1年６月半ば頃を想定。）までに国に提出。

4月末を目安に事務局より案内

排出係数公表
7月半ば

報告様式提出(＊1)

対象期間：令和2年4月1日～令和3年3月31日

係数算出対象期間

報告様式作成

確認

ＣＯ2排出量算定対象期間 ＣＯ2排出量算定
温対法の報告に告示された係数(*2)
を使用～7月末

*1：6月初旬に暫定版を提出。以降、余剰非化石電気相当量、取引所からのFIT電気割合、販売電力
量（全国総量）、補正率が経産省から公表され次第、事務局で様式に入力を行い事業者に確認を取る。
*2：令和元年度みなし係数として温対法の報告に使用

～6月上旬

【令和3年夏告示対象事業者①（令和2年度に新規参入した事業者）】

余剰非化石電気
相当量確定

9

取引所FIT電気割合、販売電力
量(全国総量）、補正率確定



年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度
月 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

令和元年度新規参入事業者
※令和元年10月参入の例

エネ庁（事務局）

需要家（温対法の報告）

参入 対象期間：令和元年10月～令和2年9月末日（参入時より12ヶ月間）

通達別紙1 P10~P11より
新規参入者については、参入年度及び参入の次年度について、以下の方法により年度ごとの排出係数に相当する係数の算出等を行う。

②特定排出者が当該事業者の参入年度の次年度（X+1年度）の排出量報告を行う場合
甲はX年度の半ばから参入したため、X年度全体（X年４月からX+1年３月まで）の排出係数を算出することができない。このため、甲が参入した月か
ら１２ヶ月間、甲が需要家（乙）に供給した電気について排出係数を算出し、国に提出。

4月末を目安に事務局より案内

排出係数公表
7月半ば

報告様式提出(＊1)

対象期間：令和2年4月1日～令和3年3月31日

係数算出対象期間

報告様式作成(*1)

確認

ＣＯ2排出量算定対象期間 ＣＯ2排出量算定
温対法の報告に公表された係数(*2)
を使用～7月末

～5月下旬

【令和3年夏告示対象事業者②（令和元年度に新規参入した事業者）】

10
*1：報告書様式は昨年度のものを利用
*２：令和元年度みなし係数として温対法報告で利用







3．通達・報告様式の構成
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【通達の構成①】
大見出し 中見出し 関連別紙

１．総論（p.1～
p.5)

（１）基礎排出係数の算出方法（p.2) ー
（２）基礎二酸化炭素排出量及び販売電力量の把握対象期間 (p.2) 別紙１：新規参入者の算入年度及び算入の次年度における排出係数の算出

について (p.11～p.12)
（３）基礎二酸化炭素排出量の把握(p.2) ー

（４）販売電力量の把握 (p.2) ー

（５）調整後排出係数の算出方法 (p.2～p.3) 別紙８：固定価格買取・非FIT非化石電気の調達による調整二酸化炭素排
出量の算定について (p.26)
別紙９：メニュー別排出係数について (p.28～p.31)

（６）基礎排出係数及び調整後排出係数の公表までの手続 (p.3～
p.4)

別紙４：日本卸電力取引所の係数の算出方法について (p.15～p.16)

（７）事業者別の基礎排出係数及び調整後排出係数の更新 (p.4) 別紙１：新規参入者の算入年度及び算入の次年度における排出係数の算出
について (p.11～p.12)
別紙９：メニュー別排出係数について (p.28～p.31)

２．基礎二酸化
炭素排出量の算定
方法 (p.5～p.7)

（１）自社電源に由来する電気 (p.5) 別紙２：他の電気事業者等への販売に伴い控除すべき二酸化炭素排出量
(p.13)
別紙３：基礎二酸化炭素排出量の算定フロー図 (p.14)（２）他者から調達した電気 (p.5～p.7)

ア．電源が特定できる場合
イ．電源は特定できないが、事業者又は事業所(以下「事業者等」と

いう）単位の情報から算定できる場合
ウ. その他

（３）コジェネレーションシステムによる発電 (p.7) 別紙５：コジェネレーションシステムから得られる電気･熱に係る二酸化炭素排
出量の算出方法について（及び別紙5-1, 5-2, 5-2-①、5-2-②）(p.17～
p.21） 14



【通達の構成②】
大見出し 中見出し 関連別紙

３．調整後二酸
化炭素排出量の調
整方法 (p.7～
p.8)

（１）自ら排出量調整無効化した国内及び海外認証排出削減量等
(p.8)

別紙６：電気事業者の調整後二酸化炭素排出量の算定に用いることができる
国内及び海外認証排出削減量について (p.22～p.24)

（２）自らの代わりに排出量調整無効化した国内及び海外認証排出削
減量等 (p.8)

（３）国内及び海外認証排出削減量の排出量調整無効化期間について
(p.8)
（４）固定価格買取及び非FIT非化石電気の調達による調整二酸化炭
素排出量 (p.8)

別紙８：固定価格買取・非FIT非化石電気の調達による調整二酸化炭素排
出量の算定について (p.26～p.27)

４．メニュー別排出
係数の算定方法
(p.9)

ー 別紙９：メニュー別排出係数について (p.28～p.31)

５．把握率の算出
と公表 (p.9)

（１）把握率の算出方法 ー
（２）把握率等の公表方法 ー

６．前年度報告と
の比較･分析
(p.9)

ー ー

７．算出方法等を
変更する場合の手
続き (p.9)

ー 別紙７：温対法に基づく事業者別排出係数の設定に係る基本的な考え方と
具体的な算出方法を変更する場合の手続きについて (p.25)

８． 係数及び根
拠資料の再提出に
ついて(p.9)

ー ー

15



【報告様式の構成①】
シート名 対象者 入力項目

表紙 全事業者  販売電力量（発受電月報の需要電力量の合計値と一致させる）
→ あとは自動計算により基礎排出係数、調整後排出係数が算出される

 前年度報告との比較分析
 把握できなかった理由（代替値を用いた理由）

表１  自社電源を用いている場合
 他者より調達した電気で、電源が特定でき、かつ

燃料種ごとの燃料使用量が把握できる場合

 燃料種ごとの使用量
 燃料種ごとの単位発熱量（測定値または省令値）

表２ 他者より調達した電気で、電源が特定でき、かつ燃料
種ごとの総発熱量が判明する場合

 燃料種ごとの総発熱量

表３ 他者より調達した電気で、電源が特定でき、かつ燃料
種ごとの受電電力量が判明する場合

 燃料種ごとの受電電力量
 燃料種ごとの平均熱効率

表４ 他者より調達した電気で、電源が特定でき、かつ燃料
区分及び総発熱量が判明する場合

 燃料区分ごとの総発熱量

表５ 他者より調達した電気で、電源が特定でき、かつ燃料
区分及び受電電力量が判明する場合

 燃料区分ごとの受電電力量
 燃料区分ごとの平均熱効率

表６ 他者より調達した電気で、電源は特定できないが、受
電電力量と事業者等別CO2排出係数を把握している
場合

 事業者の名称
 受電電力量
 事業者等別基礎排出係数
＊受電電力量は判明するが事業者等別CO2排出係数が判明しない場合は、代替値を利用（表６シート
下段の表に、事業者の名称及び受電電力量を記載。代替値は経産省公表値を記入）

表６-２
（*本表は取引
所にも提出）

取引所販売を発電事業所を明確にして行っている場合  取引所販売にかかる電気の発電事業所の名称
 取引所販売電力量
 発電事業所の基礎排出係数（*通達本文2.(2)イ記載の方法により算定した基礎二酸化炭素排出量に係る基

礎排出係数は表６記載の係数を使用し、通達本文2.(1)及び(2)記載の方法により算定した基礎二酸化炭素排出
量に係る基礎排出係数は表１～４記載の基礎二酸化炭素排出量のうち取引所販売に係る発電所の排出量を当
該発電所の発電電力量又は当該発電所からの受電電力量で除して算出した係数を使用する。）

16



【報告様式の構成②】
シート名 対象者 入力項目

表7
（証憑書類も

提出）

自ら排出量無効化した国内認証排出削減量のある場合  削減量の種別
 排出量調整無効化量
 特定番号
 排出量調整無効化日

表８
（証憑書類も

提出）

自らの代わりに他者が排出量無効化した国内認証排出削
減量のある場合

 代理償却者
 削減量の種別
 排出量調整無効化量
 特定番号
 排出量調整無効化日

表９
（証憑書類も

提出）

自ら排出量無効化した海外認証排出削減量のある場合  削減量の種別
 排出量調整無効化量
 特定番号
 排出量調整無効化日

表10
（証憑書類も

提出）

自らの代わりに他者が排出量無効化した海外認証排出削
減量のある場合

 代理償却者
 削減量の種別
 排出量調整無効化量
 特定番号
 排出量調整無効化日

表11
（証憑書類も

提出）

取得したFIT非化石証書のある場合  取得したFIT非化石証書の量

表11-2
（証憑書類も

提出）

取得した非FIT非化石証書のある場合  取得した非FIT非化石証書の量（再エネ指定あり・再エネ指定なし）

17



【報告様式の構成③】
シート名 対象者 入力項目

表12 全事業者  余剰非化石電気相当量（経産省より公表される数値を入力）
 販売電力量（全国総量）（経産省より公表される数値を入力）
 FIT非化石証書補正率・非FIT非化石証書補正率（経産省より公表される数値を入力）
 全国平均係数（経産省より公表される数値を入力）

表12-２ FIT電気の卸取引のある場合  固定価格買取制度による自社の買取電力量
 電気事業者からの卸調達量及び事業者の名称
 電気事業者及び卸電力取引市場における卸販売量及び事業者の名称
 取引所からの電気調達量
 取引所からの電気調達分に含まれるFIT電気割合（経産省より公表される数値を入力）

表12-3 非FIT非化石電気の卸取引のある場合  発電事業者からの調達量
 電気事業者からの卸調達量及び事業者の名称
 電気事業者及び卸電力取引市場における卸販売量及び事業者の名称

18



【メニュー別報告様式の構成】
シート名 対象者（メニュー別係数の報告を行う事業者のみ） 入力項目

表紙 [メ] メニュー別係数の報告を行う事業者 すべて自動計算

表１[メ] 燃料種ごとの燃料消費量が把握できる場合 表１をメニューごとに仕訳

表２[メ] 燃料種ごとの総発熱量が把握できる場合 表２をメニューごとに仕訳

表３[メ] 燃料種ごとの受電電力量が把握できる場合 表３をメニューごとに仕訳

表4 [メ] 燃料区分及び総発熱量が把握できる場合 表４をメニューごとに仕訳

表5 [メ] 燃料区分及び受電電力量が把握できる場合 表５をメニューごとに仕訳

表6 [メ] 受電電力量及び事業者別基礎排出係数が把握できる
場合

表６をメニューごとに仕訳

表1～6の総括[メ] ー メニューごとの販売電力量を入力

表7～11[メ] 排出量無効化等した国内及び海外認証排出削減量の
ある場合

表７～表11-2をメニューごとに仕訳

表12[メ] FIT電気及び非FIT非化石電気の卸取引のある場合 表12のFITによる自社の買取電力量をメニューごとに仕訳

19



4．基礎排出係数・調整後排出係数とは

20









5．令和３年夏告示・秋告示で用いる規定値
について

24



【令和3年夏告示・秋告示で用いる規定値について】

規定値を用いるもの 規定値 関連するシート

全国平均係数 0.000445 （t-CO2/kWh） 表11、表12
JEPXから調達した電気に用いる係数 0.000478 （t-CO2/kWh） 表6

インバランス補給 沖縄電力以外：全国平均係数（0.000445
（t-CO2/kWh）)
沖縄電力：0.000722 （t-CO2/kWh）

表６

インバランス余剰 自社の前年度基礎係数 （なければ代替値） 表６
代替値 0.000470 （t-CO2/kWh） 表６下欄

販売電力量（全国総量） 6月下旬に公表予定 表12
余剰非化石電気相当量 6月下旬に公表予定 表12

取引所からの電気調達分に含まれる
FIT電気割合

6月下旬に公表予定 表12の2④

FIT非化石証書補正率 6月下旬に公表予定 表11、表12
非FIT非化石証書補正率 6月下旬に公表予定 表11の２

沖縄FIT割合（沖縄電力（一般送
配電）から再エネ電気任意卸供給を

受けた場合）

6月下旬に公表予定 表12の2②、表6

25＊令和元年度新規参入事業者の夏告示報告は上記表の数値ではなく、昨年の数値を用いる。



６．電力調達・販売パターンごとの報告内容
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【報告書の記載例（表１）】

測定値がある場合はそれを記載。ない場合は、
通達（参考）の単位発熱量を利用。

30

≪表１≫

会社名

◎電源が特定できる場合

○燃料使用量及び単位発熱量（測定値）が判明する場合

○燃料使用量が判明する場合

＜自社分＞／＜他社分＞

燃料種
総発熱量

（MJ）

燃料種別
排出係数
（t-C/GJ）

ＣＯ２排出量

（１０3t-CO2）

原料炭 t MJ/t MJ/t 0 0.0245 0

一般炭 120,000 t 28,050 MJ/t MJ/t 3,366,000,000 0.0247 305

無煙炭 t MJ/t MJ/t 0 0.0255 0

コークス t MJ/t MJ/t 0 0.0294 0

石油コークス t MJ/t MJ/t 0 0.0254 0

コールタール t MJ/t MJ/t 0 0.0209 0

石油アスファルト t MJ/t MJ/t 0 0.0208 0

コンデンセート（ＮＧＬ） 千kl MJ/千kl MJ/千kl 0 0.0184 0

原油 50,000 千kl 40,970,000 MJ/千kl MJ/千kl 2,048,500,000,000 0.0187 140,459

ガソリン 千kl MJ/千kl MJ/千kl 0 0.0183 0

ナフサ 千kl MJ/千kl MJ/千kl 0 0.0182 0

ジェット燃料油 千kl MJ/千kl MJ/千kl 0 0.0183 0

灯油 千kl MJ/千kl MJ/千kl 0 0.0185 0

軽油 千kl MJ/千kl MJ/千kl 0 0.0187 0

Ａ重油 1,000 千kl MJ/千kl 39,100,000 MJ/千kl 39,100,000,000 0.0189 2,710

Ｂ・Ｃ重油 100,000 千kl 41,690,000 /千kl MJ/千kl 4,169,000,000,000 0.0195 298,084

液化石油ガス（ＬＰＧ） 150,000 t 54,610 MJ/t MJ/t 8,191 500 000 0.0161 484

石油系炭化水素ガス 千Nm3 MJ/千㎥ MJ/千㎥ 0 0.0142 0

液化天然ガス（ＬＮＧ） t MJ/t MJ/t 0 0.0135 0

天然ガス 千Nm3 MJ/千㎥ MJ/千㎥ 0 0.0139 0

コークス炉ガス 760,000 千Nm3 21,360 MJ/千㎥ MJ/千㎥ 16,233,600,000 0.0110 655

高炉ガス 千Nm3 MJ/千㎥ MJ/千㎥ 0 0.0263 0

転炉ガス 千Nm3 MJ/千㎥ MJ/千㎥ 0 0.0384 0

都市ガス 千Nm3 MJ/千㎥ MJ/千㎥ 0 0.0136 0

小 計 6,284,391,100,000 － 442,695

「発電に伴い排出された基礎二酸化炭素排出量」の算定根拠資料
（令和○年度実績）

燃料使用量×単位発熱量（測定値）×燃料種別排出係数
※1

×４４／１２＝ＣＯ２排出量

燃料使用量×燃料種別発熱量
※2

×燃料種別排出係数
※1

×４４／１２=ＣＯ２排出量

※1 算定省令別表第１の第5欄に掲げる係数
※2 算定省令別表第１の第4欄に掲げる単位発熱量

燃料使用量 発熱量

－ － －

28050 燃料種別発熱量

【表1】 【表2】 【表4】における燃料使用量及び発熱量の総量は発
電所所内消費分を除いた量とする。所内消費分の燃料使用量、
発熱量の総量は発電所の所内比率（所内電力量／発電端電
力量）を乗じて算定する。

今年の通達改正箇所



















【計画値同時同量制度における発電インバランスの扱い】
通達 p.7より
計画値同時同量制度では、小売電気事業者が発電事業者から供給を受けたインバランス調整された電気のCO2排出量を把握することが困難な場合がある。
このため、
①発電者と小売電気事業者の間の卸売契約に基づき計画通りの発電量が供給されたとみなして算定する方法
②発電者が供給する卸電力量の電源構成に基づき算出する方法
のいずれかを用いて算定する。

小売電気事業者に係るCO2排出量 = 
発電事業者のCO2排出係数 ｘ 計画発電量 ＋ 一般送配電事業者のCO2排出係数 ｘ 需要側のインバランス供給分

小売電気事業者に係るCO2排出量 = 
発電事業者のCO2排出係数 ｘ 実績発電量 ＋ 他の発電事業者のCO2排出係数 ｘ 他社受電量 ＋ 一般送配電事業

者のCO2排出係数 ｘ 発電側のインバランス供給分 ＋ 一般送配電事業者のCO2排出係数 ｘ 需要側のインバランス供給分

赤字は小売側では把握困難な場合あり。その場合は①の算定方法を適用可。

①発電者と小売電気事業者の間の卸売契約に基づき計画通りの発電量が供給されたとみなして算定する方法

②発電者が供給する卸電力量の電源構成に基づき算出する方法

39【出典：第12回排出係数検討会資料】





７．間接オークション導入に伴う排出係数の考え方
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【間接オークション導入に伴う排出係数の考え方・表６への記載の仕方】

42

○間接オークション導入後エリアを跨ぐ取引においては、JEPXを介して送電・受電を行うため、当該取引の対象となる電気が実際に連系線を利用して送電・受電され
ているかどうかの確認が困難である（つまり、電源の特定が困難である）ことから、小売電気事業者が調達する電気の排出係数は原則、JEPX係数とする。
ただし、現行通達（令和元年6月3日改正）においては「別紙４ 日本卸電力取引所の係数の算出方法について」に以下の記載がされている。
• 地域間連系線を利用したエリアを跨ぐ取引において、売入札側と買入札側が電源を特定した契約に基づいた取引を行っており、両者が日本卸電力取引所にお

いて通常の取引とは別のユーザーIDを取得し当該契約に基づく取引の約定量が確認されるときは、買入札側の小売電気事業者は、当該取引により調達した電
気の排出係数を当該契約に基づき特定した電源（又は電源構成）の排出係数とすることができる。なお、当該取引に係る約定量は、取引所の係数の算出に
は含めないものとする。

 売Dと買D間で相対取引を行うた
め、特定契約用の別ユーザーID
を設けた場合（上図のD1やd1)、
買d1は売D1との契約に基づいて
約定が行われていることが確認で
きることから、JEPX係数ではなく、
送電元の排出係数を用いること
とする。

＊ユーザーIDは特定契約の本数に応
じて複数設定されていることを推奨する。

 売Aと買aが特定契約を結んで
いる場合、間接オークションの結
果、売Aと買aが約定されている
か（送電・受電が行われている
か）確認する必要があるが、他
方で、実際に約定が行われてい
るかどうか確認することは困難。

 このため、送電元の排出係数の
利用は認めず、買aの排出係
数はJEPX係数とする。

【出典：第1５回排出係数検討会資料をもとに事務局作成】

【別ユーザーIDを取得していない場合】 【別ユーザーIDを取得している場合】



【間接オークション導入に伴う排出係数の考え方・表６への記載の仕方】

3

【表６】の記載方法（別IDを取得していない場合）

通常のJEPXからの卸調達として、以下のように記載。

事業者の名称欄: 「JEPX」と記載
受電電力量：受電電力量を記載
排出係数：JEPX係数を記載

【表６】の記載方法（別IDを取得している場合）
①他社との相対取引に基づく場合：
受電と送電の場合があるが、どちらも以下のように記載。
事業者の名称欄：「取引先事業者名（間接オークション、自社のJEPXユーザーID(6桁の数
字）」を記載
受電電力量：受電電力量を記載（送電の場合はマイナス値）
排出係数：送電元の係数

②自社電源の買戻しの場合：
２段にわたって記載。
＜1段目＞
事業者の名称欄：「自社名（間接オークション、JEPXユーザーID（6桁の数字）)」
受電電力量：送電電力量をマイナス値で記載
排出係数：送電元の係数
＜次の段＞
事業者の名称欄：「自社名（間接オークション、JEPXユーザーID（6桁の数字）」 と記載。
受電電力量：上段の送電量と同じ量をプラス値で記載
排出係数：上段と同じ係数
＊自社電源買戻しの場合、取引は相殺されますが、JEPX係数算出上、取引量を把握する必要があること
から、このような記載をお願いします。

事業者の名称注） 事業者等別基礎二酸
化炭素排出係数

（t-CO2/ｋWh）

JEPX 0.000500

ＣＯ２排出量

（１０3t-CO2）

0.050100

受電電力量

（１０３ｋＷｈ） 事業者の名称注） 事業者等別基礎二酸
化炭素排出係数

（t-CO2/ｋWh）

●●社（間接オークション、012345) 0.000400

ＣＯ２排出量

（１０3t-CO2）

0.040

受電電力量

（１０３ｋＷｈ）

100

事業者の名称注） 事業者等別基礎二酸
化炭素排出係数

（t-CO2/ｋWh）

△△社（間接オークション、012345) 0.000300

△△社（間接オークション、012345) 0.000300

ＣＯ２排出量

（１０3t-CO2）

▲ 100

0.030

(0.030)

100

受電電力量

（１０３ｋＷｈ）



８．クレジット・非化石証書利用に関する報告内容
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年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度
月 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

令和2年度新規参入事業者
※令和2年10月参入の例

国内及び海外認証
排出削減量等

参入 対象期間：令和2年10月～令和3年3月31日

通達別紙1 P10~P11より
①特定排出者が当該事業者の参入年度（X年度）の排出量報告を行う場合
甲は係数算出対象期間（参入時から参入年度末）に排出量調整無効化等がなされた国内及び海外認証排出削減量等を調整後排出係数の算出に用いる
ことができる。また、係数算出対象期間の翌年度である X+1 年４月１日から５月３１日までの間に排出量調整無効化等がなされた国内及び海外認証排出
削減量等については、係数算出対象期間内に排出量調整無効化等されたものとみなし、調整後排出係数の算出に用いることができるものとする。ただし、新規参
入者の参入年度の調整後二酸化炭素排出量の算出に用いた国内及び海外認証排出削減量等については、翌年度以降の調整後排出係数の算出に用いるこ
とはできない。

4月末を目安に事務局より案内

報告様式提出

係数算出対象期間

報告様式作成 ～5月下旬

排出量無効化期間

令和3年5月31日までの無効化が必須対象期間：令和2年10月～令和3年5月31日

【クレジットの無効化期限①（令和2年度に新規参入した事業者の令和元年度報告分）】
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年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度
月 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

令和元年度新規参入事業者
※令和元年10月参入の例

国内及び海外認証
排出削減量等

参入 対象期間：令和元年10月～令和2年9月末日（参入時より12ヶ月間）

通達別紙1 P10~P11より
② 特定排出者が当該事業者の参入年度の次年度（X+1年度）の排出量報告を行う場合
甲は係数算出対象期間（参入した月から１２ヶ月間）に排出量調整無効化等がなされた国内及び海外認証排出削減量等を調整後排出係数の算出に用
いることができる。また、係数算出対象期間の翌月から X+2 年５月３１日までの間に排出量調整無効化等がなされた国内及び海外認証排出削減量等に
ついては、係数算出対象期間内に排出量調整無効化等されたものとみなし、調整後排出係数の算出に用いることができるものとする。ただし、新規参入者の参
入の次年度の調整後排出量の算出に用いた国内及び海外認証排出削減量等については、翌年度以降の調整後排出係数の算出に用いることはできない。

4月末を目安に事務局より案内

報告様式提出

係数算出対象期間

報告様式作成 ～5月下旬

排出量無効化期間

令和3年5月31日までの無効化が必須対象期間：令和元年10月～令和2年5月31日

【クレジットの無効化期限②（令和元年度に新規参入した事業者の令和元年度報告分）】
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【報告対象期間ごとの利用可能な非化石証書・クレジット】
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報告対象期間 報告時期 公表される
係数

利用可能な
FIT非化石証書

利用可能な
非FIT非化石証書

クレジット（J-クレジット、グ
リーンエネルギーCO2削減相

当量）

① 令和２年10月
～令和３年3月

令和３年6月 令和元年度
実績とみなす
係数

令和２年1月～12
月に発電されたFIT
電気の非化石証書

令和２年4月*～12月
に発電された非FIT電気
の非化石証書

通達で定められた期間内に償
却したJ-クレジット、グリーンエネ
ルギーCO２削減相当量

② 令和２年10月
～令和３年11
月

令和４年6月 令和２年度
実績とみなす
係数

①、③で用いるFIT
非化石証書の重複
利用は不可能。この
報告に利用できる非
化石証書はない。

①、③で用いるFIT非化
石証書の重複利用は不
可能。この報告に利用で
きる非化石証書はない。

①、③で用いるJ-クレジット、グ
リーンエネルギーCO2削減相当
量との重複利用は不可能。新
たなJ-クレジット、グリーンエネル
ギーCO2削減相当量を調達し、
通達で定める期間内に償却す
る必要。

③ 令和３年4月～
令和４年3月

令和４年8月 令和３年度
実績係数

令和３年1月～12
月に発電されたFIT
電気の非化石証書

令和３年1月～12月に
発電された非FIT電気の
非化石証書

通達で定められた期間内に償
却したJ-クレジット、グリーンエネ
ルギーCO２削減相当量

令和２年10月に小売供給を開始した場合：

*令和２年1月～3月分の卒FIT電源における非化石証書については令和3年報告においては対象外。



９．メニュー別係数の報告内容
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【基本的考え方】

【出典：第10回排出係数検討会資料】

通達 別紙９より
○メニュー別排出係数の作成・報告は事業者の任意。
○メニュー別係数の告示を希望する事業者は、複数の「需要家側のニーズが高いと考えられる料金メニューに係る係数」と「残差により作成した係数」を
作成する。
○メニュー別排出係数は、事業者別（事業者全体）として単一のメニューで排出係数を報告することも可（メニュー別係数は７月公表、事業者別係
数は１２月公表であり、メニュー別係数については、温対法特定排出者が期ズレなく温対法報告に活用できることが利点）。
○販売メニューをどのように類型化するかは電気事業者の任意による。ただし、それぞれの係数用メニューと電気調達先の事業者との関連付けを明確に
した上で類型化する（但し、この関連付けについて根拠資料等の提出を求めることはしていない）。
○メニュー別係数は、FIT調整やクレジット・非化石証書利用を加味した「調整後排出係数」。
○需要家（特定排出者）は、メニュー別係数が告示された電気事業者から供給された電気の使用に伴う調整後排出量算定にあたっては、メニュー別
係数を使用し、「参考値」として告示される事業者別調整後排出係数を用いることはできない。また基礎二酸化炭素排出量の算定では「事業者別」係
数を用いる。
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≪参考（メニュー別）≫

会社名

◎表１～６の各小計

メニューA メニューB メニューC メニューA メニューB メニューC

表１ 0 0 0 0 0 0

表２ 0 0 0 0 0 0 0

表３ 0 0 0 0 0 0 0

表４ 0 0 0 0 0 0 0

表５ 0 0 0 0 0 0 0 0

表６（係数明確分） 235,700 0 3,000 232,700 102 0 1 100

表６（代替値使用分） 500 0 0 500 0 0 0 0

小 計【Ａ】 236,200 0 3,000 233,200 102 0 1 101

自社・販売電力量（小計）【Ｂ】 250000

20,144

◎販売電力量を各メニューに配分

メニューA メニューB メニューC メニューA メニューB メニューC

小計 229,856 2,900 226,956 102 0 1 101

販売電力量（FIT及び非FIT非化石電気調達分を除く）

（１０３ｋＷｈ）

（再掲）ＣＯ２排出量（FIT及び非FIT非化石電気調達分を除く）

（１０3t-CO2）

「発電に伴い排出された基礎二酸化炭素排出量」の算定根拠資料
（令和○○年度実績、メニュー別）

発電電力量または受電電力量（FIT及び非FIT非化石電気調達分を除
く）

（１０３ｋＷｈ）

ＣＯ２排出量（FIT及び非FIT非化石電気調達分を除く）

（１０3t-CO2）

FIT買取電力量
及び非FIT非化石電源調達量【Ｃ】

【報告書の記載例 （表１～６の総括（メニュー別））】

メニューの販売量（FIT分・非FIT非化石電気分を除く）を
手打ちで入力。

58









質問 回答
メニュー別係数を算出する場合、報告書において、特定排
出者がそのメニューを使っているという根拠は必要か（小売
事業者と需要家が契約書でその旨明記している等）。

メニュー別係数の報告にあたり、需要家との契約書等の根拠資料は求めておりません。ただし、メ
ニュー別係数を公表している電気事業者から電力を購入している特定排出者は、該当するメニュー
別係数を用いて排出量報告を行う必要があります。

別紙９ 「１．基本的考え方」に「メニュー別排出係数に
ついて、事業者別（事業者全体）として単一のメニューで
排出係数を報告することも可能」とあるが、どういう意味か。

この記載は、例えば、グリーン電力メニューのみを販売している事業者が、単一のメニューで報告するこ
とを想定したものです。メニュー別係数は7月公表、事業者別係数は12月公表であり、メニュー別係
数については、温対法特定排出者が期ズレなく温対法報告に活用できる利点があります。

メニュー別係数の報告に用いるクレジットの無効化期限は
いつか。

メニュー別係数であることによるクレジットの無効化期限は通達では特に言及されていないことから、既
存事業者及び令和元年度参入事業者が令和２年度メニュー別係数の報告を行う際の無効化期
限は令和３年6月30日です。

メニュー別係数は夏告示で公表されるが、メニュー公表初
年度に小売事業者からメニュー以外の電気を購入した特
定排出者はどの係数を使用して報告するのか。

夏告示ではメニュー別係数と共に参考値（事業者の前年度調整後排出係数）が公表されます。メ
ニュー公表初年度に小売事業者からメニュー以外の電気を購入した特定排出者は、参考値を用い
て温対法の報告を行います（メニュー公表初年度の夏告示は残差がないため）。

現在の様式では、メニュー別係数は２つまでしか入力でき
ないが、メニューを３つ以上作成する場合はどうするのか。

事務局に申し出てください。メニュー欄を追加した様式をお渡しします。事業者において様式を改変し
メニュー欄を増やすことはしないでください。

係数が同じメニューを複数作成してもよいのか。 係数が同じでも電源構成が異なるのであれば異なるメニューとするのが普通だと思われますが、一方で
小売事業者が需要家に対してきちんと説明ができるのであれば、係数が同じ複数の料金メニューをひ
とつにまとめて公表することも可能だと考えられます。

メニュー別係数は年度の途中からでも導入可能か。 可能です。例えばX年４月～８月に小売事業者から通常の電気を購入し、X年９月～X+１年３
月にメニューを購入した特定排出者は、X年4月～8月分は、その小売電気事業者の前年度実績
係数、X年9月～X+1年3月分はメニュー別係数を用いて報告を行います。

メニューの販売を開始する場合、資源エネルギー庁や係数
事務局へ前もって連絡等行う必要はあるか。

必要ありません。夏告示の際にメニュー別係数の報告を行っていただければよいです。但し、確認洩れ
のリスクを防ぐため、メニュー別係数を報告予定の事業者様には例年前もって事務局に申し出ていた
だくようお願いしております。

【メニュー別排出係数に関するよくある質問と回答】
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１０．その他の質問に対する回答
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【その他の質問に対する回答】
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分類 質問 回答
小売事業者
の統合

A社とB社が合併した。来年の係数実績の報告では、
２社分の排出係数が存在するがどちらを適応するべき
か。

報告書は各社分ご提出ください。公表する排出係数は両社の加重平均値となります
ので、その算出過程を別途ご説明ください（様式は問わず）。

報告対象事
業者

当社は小売電気事業と発電事業の２ライセンスを取
得しているが、報告は小売電気事業のみか。

ご認識のとおりです。

当社は小売電気事業者と特定送配電事業者とライセ
ンスを2種取得しているが、報告は小売電気事業のみ
か。

小売電気事業者と特定送配電事業者の両者の報告をお願いします（様式は一緒
に提出いただいて結構です）。理由は以下のとおりです。
○今回の依頼は、貴社が小売電気事業者として販売されている電力の排出係数を
国が公表するにあたり、必要となるものですので、小売電気事業者としての販売電力
についてご報告ください。
○特定送配電事業者としての電力取引については貴社の排出係数算定には影響を
与えませんが、貴社と取引のある他の小売電気事業者の報告内容の確認（取引の
クロスチェック）に必要となりますので、ご提出をお願いします。

販売電力量 2016年度より全面自由化が始まり、低圧需要家も販
売対象となったがが、低圧需要家は分散検針となってお
り、集計はどのように実施すればよいか。

４月検針分を４月分の販売電力量として扱い、４月～３月検針分を当該年度分
として扱う発受電月報と同様の集計でお願いします。

RPS法 RPS法の対象となる電気を調達したが、排出係数はど
のような扱いになるか、また第何表に記載すればよいか。

RPSに該当する電気についっては、排出係数ゼロで、表６に記載ください。



分類 質問 回答
廃棄物発
電

廃棄物発電所の助燃剤によるCO2排出は算定する
必要があるか。

廃棄物発電所の助燃剤によるCO2排出は、発電事業者が特定排出者としてカウントす
るもので、小売電気事業者の排出係数ではカウントしません。

スーパーごみ発電の化石燃料の使用によるCO2排出
は算定する必要があるか。

スーパーごみ発電の場合、助燃剤を除く化石燃料の使用に伴い発生するCO２は、電気
事業者の排出係数にカウントされます。

家庭用
コージェネ
システム

家庭用コージェネレーションシステム（エネファーム）の
余剰電力量の排出量をどのように算定すればよいか。

エネファームの発電については、通達別紙5記載の算出方法での計算が可能と考えます。
発電電力量に一般的な自家発電機の換算係数を使用することにより、発電に使用した
一次エネルギーを算定できますが、それ以外の換算係数をご検討されているようであれば、
ご教示ください。

クレジットの
重複利用
の禁止

新規参入事業者の2年目の夏告示の報告にあたって、
1年目の報告と対象期間が重なっているにも関わらず、
1回目で利用したクレジットを再度利用することは認め
られないのか。

認められません。通達P10別紙１（新規参入者の参入年度及び参入の次年度におけ
る排出係数の算出について）に「ただし、新規参入者の参入年度の調整後二酸化炭素
排出量の算出に用いた国内及び海外認証排出削減量については、翌年度以降の調整
後排出係数の算出に用いることはできない。」とございます。

インバラン
ス余剰の
紐付け不
可

インバランス余剰は特定電源への紐付けができないと
整理されているが、これはどのような根拠に基づくものか。

他の電気事業者へ特定電源に紐付けて電気を受渡す場合、契約等で明確になってい
る必要がありますが、インバランス余剰の場合、一般送配電事業者がその電源を特定し
て受け取っていないため、小売事業者の前年度係数を適用することとなっています。ただし、
発電BGのインバランス余剰など、特定の電源のインバランス余剰であることが明らかな場
合は、その電源の係数を用いることも認められる場合があります。
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1１．関連情報一覧
（関連制度や委員会情報のURLなど）
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●温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度 電気事業者別排出係数関連
http://ghg-santeikohyo.env.go.jp/calc/denki

●温対法に基づく事業者別排出係数の算出方法等に係る検討会関連
http://ghg-santeikohyo.env.go.jp/calc/kento

●最新の通達（様式を含む）「電気事業者ごとの基礎排出係数及び調整後排出係数の
算出及び公表について」は、パブリックコメント終了後、５月下旬を目途に資源エネルギー庁
HPにて公表される予定です。公表され次第、事務局からご案内いたします。
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エネルギー供給構造高度化法に基づく
非化石エネルギー源の利用目標達成計画

及び非化石電源比率等の
報告に係るマニュアル

令和4年２月

令和3年度高度化法の達成計画報告事務局

【別添】



はじめに～本マニュアル作成の目的

エネルギー供給構造高度化法、及びその法律施行令に基づき、前事業年度における電気の供給量が「5億kWh」以上の小売電気
事業者においては、非化石エネルギー源の利用目標達成計画を経済産業大臣に提出することが求められています。
非化石エネルギー源の利用目標達成計画にはどのようなことを記載すれば良いのか、小売電気事業者の皆様に正しくご理解いただき、

報告資料を作成する上での実務的な参考としていただくため、本マニュアルを作成しました。
マニュアルでは、小売電気事業者様から受けた多くの問合せ内容を踏まえ、報告制度の概要から、報告スケジュール、非化石電源比

率の具体的な算定方法等、なるべく分かりやすく解説することを意図しました。なお、本マニュアルは令和３年度の高度化法の報告実績
について記載しております。今後、国の検討会などで新たな方針が示され、報告方法や内容、様式等が改正される可能性がありますこと
を、予めご了承ください。

令和４年２月
令和３年度高度化法の達成計画報告事務局
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１．制度の概要
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ガイドラインより
「エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法律施行令」（平成21年政令第222
号）第5条第1号に掲げる事業を行う小売電気事業者、及び一般送配電事業者と特定送配電事業者のうち政令第7条第1号に規定する要件に該当
する事業者（前事業年度における電気の供給量が5億キロワット時以上の事業者）は、「エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び
化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法律」（平成21年法律第72号、以下「高度化法」という）の第7条第1項の規定に基づき、非化石エ
ネルギー源の利用目標達成計画（エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法律
施行規則（平成22年経済産業省令第43号）様式第1による非化石エネルギー源の利用目標達成計画をいい、以下単に「達成計画」）という）を経済
産業大臣に提出することとなっております。

上記要件に該当する電気事業者におかれましては、「エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促
進に関する法律に係る電気事業者の非化石電源比率の算出方法等について（以下、ガイドラインという）」の要領に従って、達成計画にガイドラインの表
1、表2を添えて提出いただきますよう宜しくお願い致します。

（参考）エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法律に基づく非化石エネルギー源
の利用の目標の達成のための計画の提出について（令和３年７月2日）

https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electric/nonfossil/koudokahou/20210702.html

【制度の概要】

小売電気事業者
一般送配電事業者
特定送配電事業者

経済産業大臣

前事業年度における電気の供給量が
5億kWh以上の電気事業者

達成計画の報告
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２．報告スケジュール
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３．達成計画様式について
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報告対象事業者は、令和３年7月3０日までに、「1. 非化石エネルギー源の利用目標達成計画（様式第1）」及び「3. 非化石電源比率計算シート」
を、高度化法事務局へ電子媒体にて提出。
1. 非化石エネルギー源の利用目標達成計画（様式第1）：PDF※にて提出
3. 非化石電源比率計算シート：高度化法事務局が送付したExcelファイルに値を入力し、Excelのまま提出

【達成計画様式の提出】

10

【注意】本スライドの内容は令和３年度の報告実績を表しており、今後変更される可能性がある。

※経済産業省からは達成計画への押印・書面は求めないこととする。ただし、事業者様の事情（社内規程等）により押印が必要な場合は、押印された書類を提出可。



非化石エネルギー源の利用目標達成計画（様式第1）は以下の通り作成する。
【達成計画様式の作成方法：非化石エネルギー源の利用目標達成計画（様式第1）】 その①

11

提出〆切日以前の日付を記載。
（〆切後に修正版等を提出する場合であっても、提出〆切日以前の日付を記入）

本社住所及び代表者氏名を記載
（押印は任意）

事業者名及び本社住所を記載。
前事業年度（前年の4月1日から本年3月末日）における電気の小売供給量と、当該期間の具
体的な日付を記載。

「実績値」欄には、「3. 非化石電源比率計算シート」で算定した「Ⅱ非化石エネルギー源の利用の
状況における非化石電源比率実績値」を、小数第3位で四捨五入し、小数第2位まで記載。
「目標」欄には、中間目標通知書にて通知された「中間目標値」を記載。

【注意】本スライドの内容は令和３年度の報告実績を表しており、今後変更される可能性がある。



非化石エネルギー源の利用目標達成計画（様式第1）は以下の通り作成する。
【達成計画様式の作成方法：非化石エネルギー源の利用目標達成計画（様式第1）】 その②

12

「実績値」欄には、 「3. 非化石電源比率計算シート」で算定した「Ⅲ非化石エネルギー源の利用
の目標とその達成のための計画における非化石電源比率実績値」を、小数第3位で四捨五入し、
小数第2位まで記載。
「目標」欄には、「令和12年度（2030年度）目標を構成する非化石電源比率目標」を記載。
原則として「44％以上」の値。
「計画」欄には、令和12年度（2030年度）目標を達成するための計画を簡潔に記載。

参考値として、昨年度の「調整後排出係数」の値を記載。
（達成計画提出時点で未確定の場合、一昨年度の「調整後排出係数」で代替するか、
「提出時点で未確定である」ことの注釈を付記すること）
上記の他、非化石エネルギー源の利用に関して、意見等ある場合には自由に記載することが可能。

【注意】本スライドの内容は令和３年度の報告実績を表しており、今後変更される可能性がある。



非化石電源比率計算シートは以下の通り作成する。
【達成計画様式の作成方法：非化石電源比率計算シート】 その①

13

非化石証書調達量を「1月から12月発電分」と「4月から12月発電分」に分けて記載。
併せて、「非化石証書口座保有量証明書」を証跡として提出すること。

【記載上の注意点】
非化石電源比率計算シートは、「黄色セル」にのみ文字・値を記載すること。
値は（データが取得可能な範囲で）小数第3位まで記載すること。

小売供給を行った「販売電力量」を記載。

【注意】本スライドの内容は令和３年度の報告実績を表しており、今後変更される可能性がある。

前事業年度（前年の4月1日から本年3月末日）における小売供給を行う事業の用に
供した電気の量（送電端）を記載。

「1.非化石証書調達量」から「4．前事業年度における小売供給を行う事業の用に供した
電気の量」の数値より自動算出。



非化石電源比率計算シートは以下の通り作成する。
【達成計画様式の作成方法：非化石電源比率計算シート】 その②

14
【注意】本スライドの内容は令和３年度の報告実績を表しており、今後変更される可能性がある。

令和12年度（2030年度）目標を実現する上での課題等がある場合、
自由に記載することが可能。

※令和３年度の実績では、例えば以下のような意見・課題を記載。
・令和12年度（2030年度）目標の達成方法について
・非化石電源の調達に係るインセンティブについて …等



非化石証書口座保有量証明書は、JEPXのアカウントから出力可能（実際の証明書は下図イメージ参照）。
参考：非化石証書口座保有量証明書について

15

「事業者名」 「日付」及び「JEPXの押印」
（イメージではJEPXの押印を削除）

口座に存在する「非化石証書保有量」

※具体的な出力方法については、
JEPXにご確認ください。

【注意】本スライドの内容は令和３年度の報告実績を表しており、今後変更される可能性がある。



４．達成計画策定に関するよくある質問と回答

16



【達成計画策定に関するよくある質問と回答】

17

質問 回答

様式第１「Ⅱ非化石エネルギー源の利用の状況」にて、実
績がない又は中間目標値の通知がない場合は、どのように
記載すればよいか。

実績がない及び中間目標が未通知の場合は、空欄のまま記載。

様式第1「前事業年度におけるその供給する電気の供給
量」は何を記載すればよいか。 前事業年度における受電端販売電力量を記載。

様式第1「Ⅳその他非化石エネルギー源の利用に関する事
項」に記載する昨年度の調整後排出係数が未定の場合、
どのように記載すればよいか。

達成計画退出時点で未確定の場合、一昨年度実績の値で代替する又は「昨年度実績は提出
時点で未確定である」旨を記載。

計算シート「４.前事業年度における小売供給を行う事業
の用に供した電気の量」は何を記載すればよいか。 前事業年度における送配電ロスを含む販売電力量を記載。

計算シート「1.非化石証書調達量」は端数処理可能か。 非化石証書調達量は「非化石証書口座保有量証明書」と一致するよう小数点以下を含めて
記載。

計算シート「自社販売電力量」や「4.前事業年度における
小売供給を行う事業の用に供した電気の量」は端数処理
可能か。

可能であれば小数点第3位（MWh）まで記載。



５．関連情報一覧
（関連制度や委員会情報のURLなど）
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 エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法律
に基づく非化石エネルギー源の利用の目標の達成のための計画の提出について
https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electric/nonfossil/koudokahou/20210702.
html

 エネルギー供給構造の高度化法について
http://www.enecho.meti.go.jp/category/others/koudokahou/

 エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法律
関係条文集
http://www.enecho.meti.go.jp/notice/topics/017/pdf/topics_017_002.pdf

非化石エネルギー源の利用に関する電気事業者の判断の基準
https://www.enecho.meti.go.jp/category/others/koudokahou/pdf/2020_0825.pdf

総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会
http://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/index.html
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